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　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋
沖地震は、日本の観測史上最大規模となるM9.0
を記録し、宮城県でも最大震度７の揺れに見舞わ
れた。また、地震直後に発生した巨大津波は、岩
手・宮城・福島の３県を中心に甚大な被害をもた
らし、一連の震災による死者・行方不明者19,000
人を超える惨事が生み出された。
　まず、この小論を書くに当たって、震災の犠牲
となられた方々のご冥福を心よりお祈り申し上げ
るとともに、震災直後から被災地支援のために義
援金を拠出し、或いはボランティアとして現地を
直接来訪された全国競売評価ネットワークの方々
に、厚く御礼を申し上げたいと思う。
　また、私自身のことで言えば、被災地における
鑑定士として、何ができるのかという自問自答は、
震災から１年近く経過している今日でもなお続い
ているが、このような時期・環境であるが故に、
競売評価も含め、社会経済活動の基礎となる不動
産の適正な評価こそが、専門職業家としての社会
的責務であると感じずにはいられない。その責務

東日本大震災　その後の市場と地価
～被災地評価理論の前進のために～

を十分に果たしているか否か、私自身が厳しく問
われた場合には、返答に窮するほかは無いのであ
るが、この拙文によって、今後の「被災地評価」
の理論化が、少しでも前進する契機が生まれれば
良いと切に希望するばかりである。

１ ．震災発生時に散見された「不動産価格の変化
予測モデル」
　地震大国と呼ばれる島国で生活していながら、
阪神・淡路大震災（1995年）や、北海道南西沖地
震に伴う奥尻島への津波被害（1993年）等々の自
然災害と、その不動産価格に対する影響について、
決して我がこととして考えてこなかったのが、震
災前までの私である。そのつけは、震災直後にお
ける理論的混乱として顕れ、被災地域の評価の際
に、随分と頭を悩ますことになるのであるが、飛
びつくように集めた過去の研究成果物等におい
て、数多く示されていたのが、下記のような「不
動産価格の変化予測モデル」となる。
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　この小論は特定の論文や研究成果物に対する批
判を目的としたものではなく、逆に、先立つもの
が何も無い状態の中で、被災地評価の理論化を目
指し、このような試論を発表してきた先達に深い
敬意を表するものである。
　上記の「変化予測モデル」は、切り口は違えど
も、単純化してしまえば、災害によって都市機能
（効用価値）が喪失されたことに伴い、不動産価
格は大きく低下するが、その後、復旧・復興事業
の進捗により、都市機能（効用価値）が回復すれ
ば、不動産価格も一時的な落ち込みを脱し、再び
元の水準に戻ろうとする（或いは、復興事業の内

容次第では、従前の価格水準を上回る）ようなイ
メージといって差し支えないであろう。このモデ
ルは、おそらくは、誰もが納得し得るような“常
識的な推論”であり、非常に分かり易いことが特
徴であると思う。そして、実際にも、このモデル
の骨格部分は、今回の東日本大震災直後において、
評価指針を検討する際にも踏襲されることにな
り、「震災後遺症（スティグマ）」「震災特需」
「復旧減価」「復興減価」等のフレイバーが施さ
れ、ややリメイクされた装いを見せてはいたもの
の、本質的なところでは、何も変わらずに我々の
前に立ち現われてきたのである。
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２．既存モデルに対する疑問
　東日本大震災直後の混乱の中でも、先ずはオー
ソライズされ、鑑定業界の中でも認知を受けた
「都市機能（効用価値）の喪失と回復に伴い、不
動産価格は変化する」というモデルは、おそらく
は、その時期まで、被災地評価における“最新”
の理論的地平を示すものであり、やや意地悪く
言ってしまえば、阪神・淡路大震災の経験から、
今回の東日本大震災の時まで、「被災地評価」と
いう領域では、革新的な進歩は無いまま、我々は
過ごしてきてしまったということなのであろう。
しかし、今となっては、阪神・淡路大震災の当時
から、以下の通り、このモデルに対する疑問は投
げ掛けられていたことは、注目に値すると考えら
れる。

「震災直後、震災による地価の下落はないと
いう意見と、震災後一旦大きく地価は下落
し、復旧・復興に伴って地価は戻るという議
論がなされました。私共調査研究委員会も後
者の考え方に立って調査分析を行おうとし
たのですが、市場価格を見る限り、この現論
を証明することは出来ませんでした。被災地
域においても資力のある人は、当面の住居の
確保のため、影響の少ない地域の低額物件購
入に走ったこと、被災の影響の大きい地域
は、行政が復興地域に指定、買取希望に応じ
買いたたかれる状況を防いだこと等が考え
られます」（社団法人 兵庫県不動産鑑定士
協会『阪神淡路大震災後の土地価格の変化と
分析　～神戸市を中心として』のⅦ章「土地
価格の変化と分析結果について」22頁より
引用）

　そして、今回の震災被災地において、市場調査・
分析を行った我々もまた、新たに焼き直された既
存モデルの限界を痛感させられることになるので
ある。
 

３．東日本大震災による被害の概要
　まず、震災後の時点における不動産市場の分析
を行う前提として、今回の震災による被害の概要
を示すことにする。
　東日本大震災の特徴は、何よりも、地震の規模・
強さと被害範囲の広さにある。単純に死者・行方
不明者数だけを比較するならば、約87％の方が
火災で亡くなった関東大震災に遠く及ばず、また、
吉村昭の『三陸海岸大津波』等でも知られる「明
治三陸津波（1896年）」「昭和三陸津波（1933年）」
「チリ津波（1960年）」のうち、最大の死者を出し
た「明治三陸津波」をやや下回る程度となる。し
かし、明治から昭和期にかけての三大津波と比べ
た場合、今回の津波による浸水域は広範囲にわた
り、しかも人口規模の大きい、仙台湾に面した平
坦部でも、内陸深く津波が浸入したことにより、
家屋被害数は桁違いとなっている（後述すること
になるが、今回の震災による死亡者数と家屋被害
数のこのギャップが、震災以降、急激に不動産需
要が増加する原因となる）。
　更に、今回の震災と阪神・淡路大震災の被害程
度を比較するならば、阪神・淡路大震災は、人口
密度の高い都市圏を襲った内陸直下型地震であっ
たため、当時の兵庫県内の家屋被害数は、今回の
宮城県内の家屋被害数を上回っている。しかし、
阪神・淡路の場合は、局所的被害であったことか
ら、鉄道・道路等を含む都市インフラの復旧が早
く、東日本大震災では、各自治体が５～ 10年の
スパンで復旧・復興計画を策定しているのに対し、
阪神・淡路大震災では、発生した年の夏には全て
の鉄道は復旧し、兵庫県が策定した緊急復興３カ
年計画に関しても、インフラ整備は概ね３年後に
計画目標の103％を達成したほか、住宅供給の点
においても、官民揃っての公営住宅・共同住宅建
築ラッシュを迎えたことから、３年後の時点で計
画目標の135％を達成するに至っている。
　なお、今回の小論では詳しく述べることは出来
ないが、国力が減退する過程での、地震・津波・
原発事故の複合型災害であることも、今回の震災
における大きな特徴となるであろう。

特別寄稿
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○　過去に発生した地震の規模の比較
国内の主な地震 規　模 発生年

東日本大震災 Ｍ9.0 2011年

十勝沖地震 Ｍ8.0 2003年

関東大震災 Ｍ7.9 1923年

宮城県沖地震 Ｍ7.4 1978年

阪神・淡路大震災 Ｍ7.3 1995年

鳥取西部地震 Ｍ7.3 2000年

中越地震 Ｍ6.8 2004年

海外の地震（規模順） 規　模 発生年

チリ南部地震 Ｍ9.5 1960年

スマトラ地震 Ｍ9.3 2004年

アラスカ地震 Ｍ9.2 1964年

アリューシャン地震 Ｍ9.1 1957年

カムチャッカ地震 Ｍ9.0 1952年

（東日本大震災） Ｍ9.0 2011年
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○　過去の主な国内地震との比較
地　　震 規　模 発生年 死者行方不明者 家屋被害（※）

海溝型

明治三陸地震 Ｍ8・1/4 1896年 21,920人 7,957棟
関東大震災 Ｍ7.9 1923年 105,385人 372,659棟
昭和三陸地震 Ｍ8.1 1933年 3,064人 6,067棟
東日本大震災 Ｍ9.0 2011年 19,153人 371,725棟

内陸直下型
濃尾地震 Ｍ8.0 1891年 7,273人 222,501棟
福井地震 Ｍ7.1 1948年 3,769人 51,851棟
阪神・淡路大震災 Ｍ7.3 1995年 6,437人 256,312棟

※「家屋被害」は全壊～半壊、流出家屋数、全焼・半焼の合計数を記載

○　阪神・淡路大震災（兵庫県）と東日本大震災（宮城県）の比較
比較項目 東日本大震災（宮城県） 阪神・淡路大震災（兵庫県）

死者・行方不明者数 11,278人 6,405人
死亡原因 溺死（92.4%）、圧死等（4.4%） 建物倒壊死（83.3%）、焼死（12.8%）
震災時の人口規模 235万人 553万人
全壊棟数 78,451棟 104,004棟
半壊棟数 100,663棟 136,952棟
応急仮設住宅建設戸数 22,095棟 48,300棟
民間賃貸住宅借上戸数 24,751棟 （制度なし）

総被害額
19 ～ 25兆円

（県外含む試算額・原発事故は考慮外）
約10兆円

（県外を含む推計額）
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４ ．東日本大震災後における不動産市場の動向調査
　震災後の不動産市場を伝えるものとしては、地
元紙による報道記事等も存するが、宮城県では、
地元の不動産鑑定士協会が、岩手県・福島県の協
会とも連携しつつ、地元の不動産業者を対象にア
ンケート調査を行っており、その集計結果や寄せ
られたコメントを読むことで、当時の不動産市場
の状況を把握することが可能である。詳細は、各
県鑑定士協会のホームページ上にアップされてい
るが、宮城県における調査の概要をここでは報告

していきたい。
　宮城県では、震災後約３ヶ月目となる平成23
年６月１日（回答数280社）と、約半年後となる
同年９月１日（回答数233社）をそれぞれ基準日
として、県内不動産業者を対象に、営業地域にお
ける不動産市場の傾向について質問を行ってい
る。回答に関しては、宮城県内を「仙台市」「沿
岸北部」「沿岸南部」「内陸北部」「内陸南部」
の５エリアに区分し集計を行ったが、主な質問項
目に対する集計結果は次の通りとなっている。
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② 沿 岸 北 部

① 仙 台 市

③ 沿 岸 南 部

④ 内 陸 北 部

⑤ 内 陸 南 部

＜ 各 市 町 村 の エ リア 区 分 ＞

問１：取引価格の震災前との比較

【住宅地の価格】
合計

仙台市 8.3
1 50 74 25 1 151

22 1730.7% 33.1% 49.0% 16.6% 0.7% 100%

横ばい やや下落 大きく下落 小計エリア 動向指数 大きく上昇

1 39
沿岸北部 37.2

8 18
7

やや上昇
取引無
無回答

4620.5% 46.2% 23.1% 7.7% 2.6% 100%
9 3

0 14
沿岸南部 21.4

0 6
2 160.0% 42.9% 57.1% 0.0% 0.0% 100%

8 0

0 23
内陸北部 10.9

0 5
7 300.0% 21.7% 78.3% 0.0% 0.0% 100%

18 0

0 15
内陸南部 10.0

0 3
0 150.0% 20.0% 80.0%

50.0%

0.0% 0.0% 100%
12 0

2803.7% 33.9% 11.6% 0.8% 100%
121 28 2 242

宮城県全域 14.0
9 82

38

 現在（Ｈ23.6.1）の取引価格は３ヶ月前（震災前）と比較してどのように感じていますか？

0.7%

20.5%

0.0%

0.0%

0.0%

3.7%

33.1%
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42.9%

21.7%

20.0%

33.9%

49.0%

23.1%

57.1%

78.3%

80.0%

50.0%

16.6%

7.7%

0.0%

0.0%

0.0%

11.6%

0.7%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市

沿岸北部

沿岸南部

内陸北部

内陸南部

宮城県全域

大きく上昇 やや上昇 横ばい やや下落 大きく下落

〔平成23年６月１日を基準日とする調査〕
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【中古住宅の価格】

3
55 280

7.6% 44.9% 37.8% 8.4% 1.3%
宮城県全域 24.4

17 101

1 150.0% 100%

100%
85 19 225

内陸南部 25.0
0 7

0.0% 50.0%

0.0% 100%
10 2

7 0

0 18
内陸北部 13.9

1 5

50.0% 0.0%
0 14

12 30
5.6% 27.8% 55.6% 11.1%

50.0% 0.0%
0 14

2 16
0.0% 100%

沿岸南部 28.6
1 6

7.1% 42.9%

3.0% 100%
6 0

7 0

1 33
沿岸北部 54.5

12 14
13 46

36.4% 42.4% 18.2% 0.0%

2.1% 47.3% 37.7% 11.6%

合計

27 173
55 17

エリア 動向指数 大きく上昇 やや上昇 横ばい やや下落

仙台市 18.5
2 146

1.4% 100%
3 69

大きく下落 小計 取引無
無回答

2.1%

36.4%

7.1%

5.6%

0.0%

7.6%

47.3%

42.4%

42.9%

27.8%

50.0%

44.9%

37.7%

18.2%

50.0%

55.6%

50.0%

37.8%

11.6%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

8.4%

1.4%

3.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市

沿岸北部

沿岸南部

内陸北部

内陸南部

宮城県全域

大きく上昇 やや上昇 横ばい やや下落 大きく下落

問２：取引件数の震災前との比較

【土地取引】

19
46 280

9.0% 43.6% 26.1% 13.2% 8.1%
宮城県全域 16.0

21 102

1 15
28.6% 100%

100%
61 31 234

内陸南部 -14.3
0 4

0.0% 28.6%

5.0% 100%
4 4

6 0

1 20
内陸北部 20.0

3 8

42.9% 0.0%
4 14

10 30
15.0% 40.0% 20.0% 20.0%

35.7% 0.0%
0 14

2 16
0.0% 100%

沿岸南部 35.7
1 8

7.1% 57.1%

7.7% 100%
5 1

5 0

3 39
沿岸北部 43.6

11 19
7 46

28.2% 48.7% 12.8% 2.6%

17.7%
11 147

7.5% 100%
6 63

 現在（Ｈ23.6.1）の取引件数は３ヶ月前（震災前）と比較してどのように感じていますか？

41 26

エリア 動向指数 大きく増加 やや増加 横ばい やや減少

仙台市 9.2

大きく減少 小計 取引無
無回答 合計

26 173
4.1% 42.9% 27.9%

4.1%

28.2%

7.1%

15.0%

0.0%

9.0%

42.9%

48.7%

57.1%

40.0%

28.6%

43.6%

27.9%

12.8%

35.7%

20.0%

42.9%

26.1%

17.7%

2.6%

0.0%

20.0%

0.0%

13.2%

7.5%

7.7%

0.0%

5.0%

28.6%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市

沿岸北部

沿岸南部

内陸北部

内陸南部

宮城県全域

大きく増加 やや増加 横ばい やや減少 大きく減少
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　住宅地の土地価格に関して、前回６月調査では、
全ての地域でDI指数はプラスとなり、土地価格
の上昇傾向は鮮明となったが、今回９月の調査で
も県内平均は６月を上回る結果となっている。し
かし、地域別に９月の傾向を見た場合、仙台市の
みがDI指数を上昇させ、県内平均を押し上げた
が、被災地域を抱える沿岸北部・沿岸南部はやや
落ち着いてきており、津波被害の直接的影響が乏

しい内陸北部・内陸南部のDI指数は０かその水
準に近づきつつある。12月時点の予測DIは、平
地が限られ、地価が急騰した沿岸北部では、更に
上昇と考える見解は減少しているが、浸水範囲が
広い沿岸南部では、年内に復興計画の概要が固ま
ることで、地価上昇と予測する見解が増加してい
る。

〔平成23年9月１日を基準日とする調査〕
　この時点での調査結果に関しては、動向指数
（ DI指数）で表示を行う。本調査におけるDIの
算出方法は、各判断項目について上昇（増加）か

ら下落（減少）までの５段階の選択肢を用意し、
選択肢毎の回答数を単純集計して全回答数に対す
る構成比率を求め、次式により算出する。

＜算出方法（例）＞

DI　＝　　（Ａ*2）+（Ｂ*1）+（Ｄ*-1）+（Ｅ*-2）　　÷2　÷（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ）×100

※DIが0.0以上となれば回答者は市況に対して前向きに考えていると言え、理論上のDIの幅は、プラスマイナス100の範囲となる。

住宅地の地価 大きく上昇 やや上昇 横ばい やや下落 大きく下落 無回答

Ｆ回答数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

■住宅地の土地価格動向
住宅地 仙台市 沿岸北部 沿岸南部 内陸北部 内陸南部 宮城県全体

住宅地価格（H23/6/1）DI 8.3 37.2 21.4 10.9 10.0 14.0

住宅地価格（H23/9/1）DI 17.0 28.0 13.9 0.0 3.1 15.9

住宅地価格（H23/12/1）予測DI 16.3 15.9 21.1 10.4 8.8 15.4
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仙台市
沿岸北部
沿岸南部
内陸北部
内陸南部
宮城県全体
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沿岸北部
沿岸南部
内陸北部
内陸南部
宮城県全体

■土地の取引件数動向
土地 仙台市 沿岸北部 沿岸南部 内陸北部 内陸南部 宮城県全体

取引件数（H23/6/1）DI 9.2 43.6 35.7 20.0 -14.3 16.0

取引件数（H23/9/1）DI 5.0 21.8 8.8 2.2 15.6 9.0

取引件数（H23/12/1）予測DI -0.4 15.4 28.9 9.1 5.9 6.6

■中古住宅の取引件数動向
中古住宅 仙台市 沿岸北部 沿岸南部 内陸北部 内陸南部 宮城県全体

取引件数（H23/6/1）DI 21.4 51.5 26.7 25.0 32.1 27.2

取引件数（H23/9/1）DI 5.4 19.0 16.7 -5.0 26.7 9.1

取引件数（H23/12/1）予測DI -1.9 5.4 13.9 7.1 20.0 3.5
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沿岸北部
沿岸南部
内陸北部
内陸南部
宮城県全体

　土地の取引件数に関しては、前回６月調査では、
内陸南部を除きDI指数はプラスであったが、９
月調査では全ての地域がプラスを記録している。
しかしながら、沿岸北部や仙台市では手頃な価格
帯にある優良物件の在庫が払底し、旺盛な需要に

対応できていないほか、売手側の売り惜しみ傾向
も顕著となっており、県内平均のDI指数は、９
月調査及び12月時点予測ともプラスを維持しつ
つも減少傾向にある。

　中古住宅に関しては、上記の宅地以上に在庫不
足の感が強く、DI指数はプラスを維持する地域
が多いが、数値自体は減少傾向にある。なお、津

波被災地域では応急修繕等により仮設住宅から自
宅に戻る動きも見られる。
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〔二度のアンケート調査により不動産業者から寄
せられた意見〕（抜粋）
■仙台市
・ 震災発生２日後から震災を受けなかった被災地に近

い１Kと中心部の１Kに復興を手掛ける会社の需要

が殺到した（測量、電話、損保等）。一週間後から被

災された方々がファミリータイプの賃貸に殺到し、

一週間で空室が無くなった。５月下旬は県の借上げ

による申込が多数あった。

・ 津波による個人の生活基盤破壊のため土地の売り物

件は値下がり、買いはローン付けが不可能。建物被

災により、中古マンションのオーナー負担が増加し

ている。郊外の住宅地の地すべり等は復旧に限界が

ある。

・ 中古住宅、中古マンション等で今まで売れなかった

物件の売買が決まっている。価格は1,500万～ 2,000

万円以内（３LDK75㎡以上）で、震災後の状況が良

いものが中心である。宮城野区、若林区の貸家及び

ファミリータイプ賃貸マンションも空室無しの状態

である。

・ 賃貸に関しては今までにない位空室が不足してい

る。土地の需要に関しても、弊社の営業エリアであ

る愛子地区は、地盤が固く地震の被害が少ないとの

評価があり、宅地需要が増えている。

・ 被災した沿岸部の企業が、店舗・倉庫を探している。

・ 今後も続くと思われる余震の不安等で、投資物件の

購入を見合わせる投資家やマンション購入を賃貸マ

ンションにスイッチする人が増えている。工場や支

店が仙台から撤退するケースもある。

・ 震災後１週間で、ファミリータイプの賃貸アパート・

マンションは、ほぼ満室になった。３～４月は例年

の15％増の成約件数であった。

・ 被災した事務所、物流倉庫等の移転相談が多く、取

りあえず賃貸借による早期営業再開を検討する企業

が多い。　投資案件の売買は全てストップしている。

・ 震災翌日から津波被災地周辺の中古住宅や若林区六

丁目界隈・石巻河南IC界隈の土地に対する問い合わ

せが増加した（依頼者の80％程度が関西方面から）。

・ 震災直後から被災者による戸建・マンションの買い

ニーズがあり、価格は売値での成約がほとんどであ

る。現在、売り物件が不足しているので価格は上昇

傾向にある。物件は立地・環境によって今までの相

場が通用しないと思うので、今まで以上に精査が必

要である。

・ 震災後、賃貸住宅の引合い増加に伴い賃貸住宅の入

居率が大幅に改善し、品薄状態にある（現時点も状

況は同じ）。また、中古住宅や中古マンションの成

約件数も急増している。

・ 関西の投資家は値下がりした投資物件を買いたがっ

ているという話がある。阪神大震災でかなり利益が

あったそうだ（後日転売により）。

・ 建築業者は３年先まで仕事が埋まっているらしく、

一般客が修理を頼むと法外な金額を請求し、交渉の

余地も無い。何か対応策は無いものか困っている。

（宮城野区）

・ 被災した人が被災地からあまり遠くない場所（津波

が来なかった場所）で1,500万円未満の中古住宅を探

している。仙台港、仙台空港近辺で被災した倉庫の

代替えの賃貸物件を探した会社が多かった（３～４

月）。

・ 住宅の需要が増えたが、物件の流通が少なくなった。

低価格の住宅が被災者から求められている。震災に

よって契約の取り消しが有ったが、すぐに被災者か

ら申込があった。

・ 賃貸用マンション・アパート・事務所に於いて、被

災した物件の修繕が思う様にはかどらない（資材不

足・マンパワー不足）為、次の募集に支障をきたし

ている。

・ 津波被災者による新築建売・中古住宅の取引に関わっ

ているが、８月位でいったんペースダウンしてい

る。現在では、従前住居地へ戻ることを検討する方

が増えており、成約まで至らないことが多くなっ

た。（若林区）

・ 地震発生から５日後位より、被災者のファミリータ

イプの賃貸部屋探しが日増しに多くなり、同業他社

は物件を他社扱いをさせなくなったために紹介が出

来なくなり、情報の流通が停止した。

■沿岸北部
・ 水産加工場の閉鎖による失業者が増え、流失した家
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屋の現地への再築が難しく、その所有地の処理がど

うなるのかが今後の市況に影響する。

・ 賃貸市場（居住用）は物件が無くなった。住宅用土

地も被災者が購入して在庫が乏しい。浸水地域は取

引が見込めない。

・ 物件不足により、劣悪物件さえ取引対象となってい

る。

・ 土地・中古戸建を求める場合の傾向として、壊滅的

な浸水地域の方は、一部浸水の地域の物件にもあま

り嫌悪感を感じないようである。今後、浸水地域の

価格が下落することが明白となれば、浸水地域（床

上浸水程度）であっても一定の需要は見込めるもの

と思われる。（石巻市）

・ 住居（住宅用地、中古住宅、アパート、マンション、

貸家）を求める人が増加しているが、物件が少ない。

資材不足、高騰、職人不足により復旧工事にも時間

を要している。地元不動産業者自体が被災しており、

供給不足は今後も続く見通しである。

・ 住居用賃貸物件、新築建売、中古戸建の問い合せが

殺到しているが斡旋できる物件が無い。

・ 震災後、現在まで契約件数ゼロである。問い合わせ

はあるものの価格が上昇しており成約は難しい。

・ 石巻市のアパート、貸家については、震災後空室が

無くなった。空室になってるのは浸水し、復旧され

ていない物件だけである。過去売れなかった中古物

件も完売しており、土地（住宅用）が場所によって

は２倍以上になっている事例も見られる。

・ 震災における津波の被害があった地域は取引がほと

んど行われていない。逆に津波の被害がなかった地

域の地価は高騰している。

・ 震災後に不動産取引が活発化しているように感じら

れ、特に土地（工場用地含む）、中古住宅及び事業用

店舗事務所又は賃貸住宅・アパート等の取引が増加

している。

・ 震災後１ヶ月位は取引停止となり、４月半頃より徐々

にTEL問い合わせが増えた。今まで売地としていた

土地も所有者の意向で“今は売らないで高くなった

ら売りたい”という事例もあり、地価が倍になると

触れ回る地主もいた。

・ 津波の影響を受けた区域の都市計画の見直しが予想

され、様子を見る人が多い（特に企業）ので、取引

は停滞している。

・ 当社の営業エリア（石巻市、東松島市、女川町）は

津波の被害を受けた地域があまりにも多い。そのた

め、新築用の土地が絶対的に不足しているのに加え、

土地の高騰が著しい。

・ 地元紙で被災地の地価が高騰しているとの報道があ

り、それ以後地主が土地を手離さなくなった。気仙

沼は、もともと平地が少ないため、物件不足に拍車

がかかり土地の動きが無くなっている。（気仙沼市）

■沿岸南部
・ 震災後、停電により４日間程度営業不能になり、３

月16日より営業再開したところ、被災されたお客様

の問い合わせが殺到し、約２週間はパニック状態で

あった。ご紹介可能な賃貸物件が底をついた状態に

なっても問い合わせがやむ事はなく、平時であれば

他社物件をご紹介するのであるが、他社の担当者の

異常な忙しさを見ると電話する事さえ控えるほどで

あった。３月後半より被災された法人の仮事務所の

問い合わせが増加した（短期賃貸可能な物件の要

望）。４月中は、被災法人以外にボランティア団体・

災害復旧支援法人・調査法人等の団体による問い合

わせに変化した。時間と共に需要は変化し、今後は

売買に向けた物件の準備が急がれている状態にあ

る。

・ 賃貸借の希望者の来社及び問合せが多く、世話した

くても紹介可能な物件が無かった。

・ 貸家・アパートの空室問合せが多い。中古住宅の在

庫が無いため、土地購入の問合せが増加している。

■内陸北部
・ 特に南三陸町からの被災者の需要により、３月末に

は在庫が無くなり、現在もまだ物件問合せの電話が

多い。住宅を登米市内に考える被災者が増えており、

土地の問合せも多くなっている。

・ 震災（津波）の避難先として賃貸住宅が利用され、

在庫が不足気味であるが、２年後の市況はどうなる

か、空き物件の増加を心配している。

・ 震災により、登米市全域で賃貸アパートが満室状態
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にある。中古住宅の買い希望が多く見られる。

■内陸南部
・ 賃貸物件において、古いため塩漬けとなっていた物

件が成約になっている。工事業者の手配が付かず、

遠方の業者を使う場合に費用が割高になる等の影響

が見られる。

・ 中古住宅と貸家への引き合いが例年の３倍程度増加

した。

・ 相双地区に限らず福島市、伊達市、南相馬市からの

移転需要が旺盛のため、賃貸物件に限らず新築・中

古物件が不足している。

・ 震災後、中古住宅の問い合わせが多くなった（特に

福島県の放射能避難者）。賃貸住宅についても空室

が無い状況になった。今後、更に住宅への需要が強

まるものと考えられる。

５ ．被災地評価の理論を発展させるために必要な
視点
　不動産業者からの“生の声”に接して、先ず感
じるのは、震災直後において、県内の不動産市場
が凄まじいまでに混乱した状況にあったことだ
が、その中でも、特に刮目すべきは、大きな変化
を引き起こした要因の一つが、住家等を失った被
災者の緊急的な移転需要であったという事実であ
る。災害の発生により、数万世帯の単位で人々が
住処を失った場合、住家確保の選択肢としては、
応急仮設住宅や民間借上住宅のほかに、恒久的に
住み続けることが可能な、中古住宅・新築建売住
宅の購入や、新築戸建用の分譲地取得が候補とし
てあげられるだろう。宮城県の場合、仙台市以外
の地域において、住宅市場の規模は至って小さく、
震災前の平成22年の段階で、県内第二の都市で
ある石巻市（人口約16万人）の新設住宅着工戸数
（持家）は年間373棟、気仙沼市（人口約７万人）
では同110棟に過ぎない。需要と供給が小さな均
衡を保っていたこのような地方都市において、①
津波浸水地域から近距離にありながら被災を免
れ、②価格帯にも手頃感があり、③在庫をある程
度抱えているというような、受け皿となる要件を
具備している地域があれば、移転需要が殺到する
のは至極当然である。また、需要者層の規模が膨
らみ、同地域内では吸収しきれない場合には、隣
接市町村や仙台市等への都市部にも当該需要者層
は流れ込み、需給関係の逼迫したエリアは更に拡
大していくことになる。

　話を出発点に戻すならば、「都市機能（効用価
値）の喪失と回復」という視点だけでは、到底、
説明困難な状況が現出しているにもかかわらず、
震災直後の時点において、その枠から逃れられず
に、木に竹を接ぐように「震災特需」「震災後遺
症」等のアイデアを持ち込み、微調整を図ろうと
してきた愚を我々は反省しなければならない。不
動産鑑定評価理論では、不動産の価格を決定づけ
るものとして「⑴その不動産に対してわれわれが
認める効用」「⑵その不動産の相対的稀少性」
「⑶その不動産に対する有効需要」の三者を列挙
しているが、不可解なことに、従来の被災地評価
の理論は、専ら⑴の効用価値（都市機能・都市イ
ンフラ）の側面からのみ、価値の変動を把握しよ
うとしており、⑵⑶から構成される需給の増減と
いう、異なるディメンションについては無視、或
いは軽視してきたと言わざるを得ない。しかし、
今回の震災によって、明らかにされたのは、「需
給の増減」の急激な変化は、「効用価値の喪失と
回復」によって生じたであろう価値の増減を相殺
して余りあるほどのインパクトを持っていたとい
うことであり、両者の関係を明確に捉え、地域ご
とにその特性を把握するように努めなければ、被
災地評価の理論化は一歩も進まないということで
ある。
　既に、平成24年の地価公示評価業務において
は、「需給の増減」にも軸足の一つを置いた「震
災格差率」という概念が導入されたため、過去の
限界をのりこえ、被災地評価も新たな理論的局面
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に入ったことを十分に感覚できるものとなった
が、競売物件の被災地評価においても、これに遅
れることなく、同様の考え方に基づき、震災の影

響を反映した「格差率」の理論化及びその判定が
適切に進められること願う次第である。




